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第18章 産業の復興 

 

第1節 産業復興方針の策定 

■ 区 

災害後に迅速かつ的確に産業復興に取り組むためには、行政が実施すべき施策について

効率的な資源配分と資金の割り当てを行う必要があり、区は産業関連の区内の被害状況や

ニーズを把握し、取り組み状況を都へ報告する。 

 

第2節 中小企業施策 

■ 都、区 

○ 企業の取引が滞り、事業継続に支障がある場合には、取引活動の阻害要因等を取り除く

など、支援策を検討し実施する。 

○ 設置計画の策定においては、消費者利便の観点から仮設住宅地内での店舗の設置等につ

いて都と調整を図る。 

○ 事業所の再建等に向けて一時的な事業スペースの確保を求めている被災事業主に対して

は、民間の貸し工場・店舗に関する情報提供を行う。 

○ 被害が甚大である場合、被災事業主等が銀行等に対して預貯金の払い戻しに加え、再建

に向けた設備・運転資金の膨大な需要が想定されることから、区は資金需要を的確に把

握し、対応できる資金の準備を制度融資取扱金融機関に要請する。都の要請により、必要

に応じて東京信用保証協会の基本財産への出えんのための財政措置を検討する。 

○ 被災した事業所の速やかな再建を図るため、都及び区等の既往融資制度の内容を被災事

業主や組合等に周知し、その活用を促進する。 

○ なお、被災の状況に応じて都が既存支援制度の拡大や新たな支援制度を創設する場合に

は、速やかに事業主・組合等へ制度の内容等を周知するとともに、リーフレット等を配布

する。 

 

第3節 観光施策 

■ 区 

○ 観光産業の復旧を促進し、業界全体の復興機運を盛り上げるために、被災後３ヶ月以降

を目途に観光地としての都市イメージを回復するための情報発信に積極的に取り組む。

また、被災後１年以降を目途に観光イベント等を開催し、観光客等を誘致する。 

 

第4節 農業施策 

■ 区 

○ 既存の農業関係者への災害時金融支援制度及び被災の状況に応じて創設される新たな支

援制度について、速やかに支援対象に対して制度の内容等の周知を行う。 



 

 630 

第5節 雇用就業施策 

■ 区 

○ 災害により離職が生じた、被災者に対する職業のあっ旋については、公共職業安定所を

通じ、臨時職業相談窓口の設置、臨時職業相談所の開設、又は巡回職業相談の実施などに

より、早期再就職の促進を図ることになっている。 

○ 被災者のために開設する相談所において、離職者の状況を把握し、公共職業安定所に報

告するとともに、あっせんを依頼する。 
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1 概要 

 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第３条では、南海トラフ地震

防災対策推進地域が指定され、指定地域については同法第５条の規定に基づく推進計画の作成

が求められているが、板橋区は該当しない。 

 平成 29年 11月 1日から、気象庁はこれまでの「東海地震注意情報」及び「東海地震警戒宣

言」に代わり「南海トラフ地震に関連する情報」を発表することとなった。 

 

2 南海トラフ地震に関連する情報とは 

南海トラフ地震とは、駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域及び土佐湾を経て

日向灘沖までのフィリピン海プレートとユーラシアプレートの境界を震源とする大規模な地震

である。 

気象庁は、南海トラフ沿いでマグニチュード 6.8 以上の地震が発生した場合や東海地域に 

設置されたひずみ計に有意な変化を観測した場合等、異常な現象が観測された場合には、有識

者及び関係機関の協力を得て「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催し、その現

象が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうかの調査を行う。この検討会において、

南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まったと評価された

場合等に、気象庁は「南海トラフ地震臨時情報」や「南海トラフ地震関連解説情報」を発表す

る（この二つの情報をあわせて「南海トラフ地震に関連する情報」と呼ぶ。）。 

南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まった旨の情報が

発表された場合には、国は地方自治体に対して防災対応について指示や呼びかけを行い、国民

に対してその旨周知することとしている。 

 

【南海トラフ地震に関連する情報の種類と発表条件】 

○「南海トラフ地震臨時情報」又は「南海トラフ地震関連解説情報」の情報名で発表 

○「南海トラフ地震臨時情報」には、情報の受け手が防災対応をイメージし、適切に実施でき

るよう、防災対応等を示すキーワードを情報名に付記  

○「南海トラフ地震関連解説情報」では、「南海トラフ地震臨時情報」発表後の地震活動や地殻

変動の状況等及び「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合における評価結

果について発表 
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